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第８部　木材流通・販売

　木材は、森林において素材（丸太）を生産する川上、素材を製材品に加工する川中を経て、川下
の木材消費者に届けられます。
　森林の管理経営に欠かせない間伐・主伐により生産された素材が、どのような流通経路を辿りど
のように利用されているのかを知り、木材流通の効率的なシステムを選択することは、川上の採算
性を上げ森林管理経営を持続的に行うために必要であると言えます。
　そこでこの部では、森林総合監理士（フォレスター）の皆さんに、どういった素材がどういった
製材品になるのか、価格の動向はどうなっているのか等の概要や、それらの情報を得ることができ
るツールについて知っていただくことで、木材流通・販売に関する知識が、素材の生産に関する業
務を行う際に極めて重要な情報の１つであることをしっかりと認識していただき、日頃から木材の
需給状況にも関心を持っていただくことがねらいです。

第１章
国産材利用拡大の意義

　日本の森林資源は、令和４（2022）年時点で総蓄積が56億㎥であり、年間約5,000万㎥の立木を
伐採してもなお蓄積は年間約6,000万㎥増加しています。近年、木材自給率は上昇傾向で推移して
おり、令和２（2020）年には41.8％と、昭和47（1972）年の42.7％以来ほぼ半世紀ぶりに４割台に
回復しました（令和５（2023）年は42.9％）。しかしながら依然、木材の国内需要の多くは輸入材に
頼っている状況です。
　地球温暖化防止が地球規模の重要な課題となっています。炭素を貯蔵する木材を建築物などに利
用し、街に言わば「第２の森林」（炭素の貯蔵庫）をつくっていくことや、資材として利用できない
木材や建築物等に利用された後の木材を化石燃料の代替エネルギーとして利用していくことが、目
指すべき脱炭素社会の実現に向けた重要な課題の１つと言えます。また、木材は、製造・加工時の
エネルギー消費が鉄やコンクリート等の建築資材よりも比較的少ないことから、建築物等への木材
利用は、建築物等のライフサイクルを通じた二酸化炭素の排出削減にも貢献します。なお、木材の
利用に当たっては、それぞれの木材のライフサイクルコスト等も踏まえ、より環境負荷の少ない木
材を選択し利用することも重要であることから、輸送過程や加工過程等における二酸化炭素排出量
についても考慮する必要があります。
　森林のもつ多面的機能を持続的に発揮させるためには、「伐る→使う→植える→育てる」という
森林資源の循環利用を進めることが重要です。しかしながら、山村地域は過疎化、高齢化が進んで
おり、放置される森林の増加や境界の不明確化などが進行することにより適切な森林施業が困難と
なることも想定されます。その結果、国土の保全、水源の涵養など森林のもつ公益的機能の発揮に
支障を来すことが懸念されています。また、上述のように資源量としては充実してきている中で、
適時に適切な森林施業を実施することを必要とする段階の森林も多く存在することから、公益的機
能の確保の観点に加え、木材供給の観点からも、健全な森林の維持は重要な課題と言えます。
　国産材を利用することは森林資源の循環利用に貢献することとなり、我が国に課せられた命題で
ある脱炭素社会の形成の推進に繋がります。さらに、国産材の利用が進むことにより山元へ収益が
還元されれば地域の林業生産活動および木材産業が活性化し、多面的な機能を発揮する健全な森林
が育成されるとともに地域の活性化にも繋がることとなります。
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　木材を有効活用し、林業・木材産業の成長産業化に確実に繋げていくためには、需要拡大に向け
た取組とともに需要者側のニーズに応じた木材を安定的に供給できる体制を構築することが重要で
す。そのためには、中高層・非住宅建築物を含むすべての建築物一般での木材利用の促進や、未利
用間伐材等の木質バイオマスの利用拡大、 木材輸出等を推進するとともに、 生産された素材を、 製
材用 ・ 合板用 ・ 燃料用など適材適所で利用することにより、森林資源の価値を最大限に発揮させる
ことが重要と言えます。

写真8-1　スギのＣＬＴ 写真8-2　�パネル化された2×10材 写真8-3　�一般流通材を用いた
低コストトラス
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ＣＬＴなどの新たな木材需要の創出

　我が国では、木材需要の約４割、国産材需要の半数が建築用材です。なかでも、建築物の木造率
は住宅分野で高く、新設住宅着工戸数の約６割が木造となっています。さらに、木造のうち最も一
般的な在来工法では、半数程度が中小の大工・工務店によって建てられています。このため、林野
庁では、地域で生産された木材の活用に向けて、森林所有者から大工・工務店等の住宅生産者まで
の関係者が一体となって、消費者の納得する家づくりに取り組む「顔の見える木材での家づくり」を
推進しています。また、付加価値の高い内装材や建具、家具等への利用を促進するための木材製品・
技術の開発や普及に向けたＰＲ活動等へ支援しています。
　一方、今後、我が国の人口減少が見込まれる中、住宅分野における木材需要の伸びはあまり期待 
できません。このため、ＣＬＴ（Cross Laminated Timberの略。直交集成板）をはじめとする新たな
木材製品を活用し、中高層建築物や非住宅分野などの新たな木材需要を創出していく必要があります。
ＣＬＴの普及促進については、関係省庁等とも連携し様々な取組を行ってきました。平成28 年以降、
国土交通省において、ＣＬＴを用いた建築物の基準が順次整備されており、ＣＬＴを活用した建築物
は、令和７年度末までに1,700件を超える見込みとなっており、様々な建築物にＣＬＴが使われて
います。また、一定の条件の下であれば防火被覆せずＣＬＴを露出させた「あらわし」の形で建てる
ことができます。
　このほか、ＣＬＴを活用した先駆的な建築物の建築等に対する支援や、都市部や中高層建築物で
の木材利用を進めるため、木質耐火部材の開発を行っています。
　また、国産材の新たな需要先として期待されているのはＣＬＴだけではありません。これまで輸入
材が主体であった２×４材については、国産材が使われやすくなるような技術開発に取り組むととも
に、大径材製材需要の創出と高付加価値化に向け、大径材を活用した２×８や２×10 材の開発、さ
らには、一般流通材による低コストトラスを活用した店舗等の非住宅建築物の普及など、新たな製品・
技術の開発を支援しています。
　これらの新たな木材需要創出に向けた取組等により、バランスのとれた国産材需要拡大を図り、
林業・木材産業の成長産業化を目指しています。
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	 総論
　森林で生産された素材は国内を中心に、住宅や土木資材として製材や合板などの形で利用されま
す。また、国内で生産された国産材製品以外にも北米（米材）、欧州（欧州材）、東南アジア（南洋材）
などから素材や製品という形で輸入されています（図8-1）。
　木材需給は、景気や輸出入規制等により大きく左右されます。戦後の木材需要拡大に伴い昭和
30年代に輸入が自由化されたことによる輸入素材・製品量の急激な増加などにより、国内の林業
生産活動が低迷し、平成14（2002）年には木材自給率が最低の18.8％となりました。その後、木材
自給率は、国内の人工林資源の充実や合板原料としてのスギ等の国産材利用の増加、木質バイオマ
ス発電施設での燃料材利用の増加等を背景に上昇傾向で推移しており、令和５（2023）年には
42.9％となっています（図8-2）。
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図8-1　我が国の木材（用材）供給状況（令和５（2023）年）

資料：林野庁「令和６年度森林・林業白書 参考資料」
注１：木材のうち、しいたけ原木及び燃料材を除いた用材の供給状況である。
　２：いずれも丸太換算値。
　３：�輸入木材については、木材需給表における品目別の供給量（丸太換算）を国別に示したものである。� �

なお、丸太の供給量は、製材工場等における外材の入荷量を、貿易統計における丸太輸入量で案分して算出した。
　４：製材品等には、集成材等を含む。合板等には、ブロックボード等を含む。パルプ・チップ等には、再生木材（パーティクルボード等）を含む。
　５：内訳と計の不一致は、四捨五入及び少量の製品の省略による。
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	 用材別の動向

（１）製材

①製材用材の概況
　我が国では、製材用材の約８割は建築用に使われており、製材用材の需要量は、とりわけ木造住
宅着工戸数と密接な関係があります。
　我が国の新設住宅着工戸数は、昭和48（1973）年に過去最高の191万戸を記録した後、増減を繰
り返しており、近年では平成21（2009）年に、前年比28％減の79万戸に大きく減少しましたが、
令和５（2023）年は82.0万戸となっています。
　木造住宅の着工戸数についても、昭和48（1973）年に112万戸を記録した後、全体の住宅着工戸
数と同様の推移を経て、平成21（2009）年には43万戸まで減少しましたが、令和６（2024）年には
45.2万戸となっており、新設住宅着工戸数に占める木造住宅の割合は57.1％となっています（図
8-3）。
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図8-2　木材供給量及び木材自給率の推移

資料：林野庁「木材需給表」
注：数値の合計値は、四捨五入のため計と一致しない場合がある。
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図8-3　新設住宅着工戸数と木造率の推移

資料：国土交通省「住宅着工統計」
注１：新設住宅着工戸数は、一戸建、長屋建、共同住宅（主にマンション、アパート等）における戸数を集計したもの。
　２：昭和39（1964）年以前は、木造の着工戸数の統計がない。

　製材用材の多くは、柱、梁などの住宅の構造材やフローリングなどの内装材といった建築用に利
用されています。建築用の部材には大変多くの種類がありますが、時代によりニーズが変われば、
必要とされる部材とその原料となる素材も変わります。
　例えば、昭和50（1975）年頃までは、住宅は真壁工法のものが多く、部材である柱等をあらわし
で用いるため、節等の見た目の欠点が無い化粧性の高い素材が求められた時代でした。最近では大
壁工法という柱を壁に隠してしまう工法が主流となった上、大規模な地震の経験等から、より耐震
性能が求められるようになり、さらに、施工期間の短縮や施工コストの低減等を図るため、柱や梁
等の部材に継ぎ手や仕口を工場であらかじめ機械加工した「プレカット材」の利用の拡大等により、
狂いが少ない乾燥材や、集成材といった部材のニーズが高まってきました。
　素材の選び方は、曲がりの少ない物から柱などが木取りされています。長さは、柱であれば３ｍ、
土台では４ｍのものがよく使われています。一方曲がりや節などの欠点の多いものは集成材のラミ
ナなどに利用されています。
　また、建築物の梁・桁などの横架材には、米マツなど曲げヤング係数（力をかけたときの曲がり
にくさを表す数値）が高い樹種が多く利用されています。今後、国産材の大径化が進み、横架材に
適したサイズの木材がこれまで以上に生産されることから、この分野での国産材の利用拡大に向け
た取組が重要といえます（写真8-4、8-5）。

226



図8-4　人工林材の径級別木取りの例

注：本資料は国立研究開発法人　森林研究・整備機構の協力を得て林野庁が作成。

写真8-4　�カラマツ2×10材の��
曲げ強度試験の様子�

写真8-5　心去り平角材
複数取り材の製材段階において曲がりや反りの特性を把握し、蒸煮・乾燥処理
によって挽き割り時に発生する大きな反りを矯正し直通にする技術を開発（C社
他が協同で開発）。本技術を活用した小屋組み横架材の開発を通して、スギ大径
材の活用に寄与。

生材丸太から心去り
平角材を製材

荷重をかけての蒸煮＋乾燥
処理による反りの矯正

乾 燥 機

重し
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図8-5　製材工場の出力規模別の原木消費量の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」

②製材業の概況
　我が国の製材工場数は、令和６（2024）年末において3,547工場であり、出力規模75.0kW未満の
工場が全体の56％、75.0 ～ 300kWの工場が32％、300kW以上の工場が12％となっています。
　一方、令和５（2023）年の出力階層別の素材消費量をみると、「出力規模300kW以上」の工場の
消費量の割合が78％、そのうち「出力規模1,000kW以上」の工場の消費量の割合は40％となって
おり、製材の生産が「出力規模1,000kW以上」の工場に集中する傾向がみられます（図8-5）。
　製材工場のうち、国産材を専門に取り扱う工場は、外材を専門に取り扱う工場と比較して、年間
の素材入荷量が平均すると少ないですが、近年では、年間素材消費量が数万㎥規模の大型の国産材
製材工場数が増加しており、国産材専門工場における１工場当たりの平均素材入荷量は増加傾向に
あります。

（２）合板

①合板用材の概況
　合板は、構造用やコンクリート型枠用、複合フローリングの台板用、突き板などで表面を化粧し
て内装表面として利用されています。構造用としては、住宅の壁、床、屋根の下地材に利用され、
長期優良住宅など住宅の耐震性の向上の観点や施工性等から厚物合板の需要が大きくなってきまし
た。
　素材としては小曲や欠点の多い間伐材も利用することができ、国産材の主要な需要先となってい
ます。合板向けの素材として２ｍ、４ｍに採材された材がよく利用されています。
　かつて、国内で生産される合板の原料のほとんどは南洋材丸太でしたが、輸出国における丸太輸
出規制等の影響により、ロシア材丸太へと転換しました。その後、平成18（2006）年にロシアが丸
太輸出関税の段階的引き上げを発表したことにより急激にロシア材の輸入量が減少し、スギ、ヒノ
キ、カラマツを中心とする国産材針葉樹に転換する動きが進みました。
　国産材針葉樹の合板利用については、針葉樹構造用合板の開発、剥き芯の小径化による歩留まり
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林産物のJAS（日本農林規格）

　JASは、品質のばらつきが大きい農林物資について規格化することで、製造・販売の合理化や消
費者の選択に資するものとして制度化されました。
　そのうち林産物のJASには、製材や集成材、 合板、 LVL、 CLTなどがあり、それぞれの規格の特色

図8-6　ＪＡＳのマーク

写真8-6　コンクリート型枠用合板 写真8-7　�フローリング
（合板台板）

写真8-8　�技術開発の例�
（仮囲いの試作品）

の向上や厚物構造用合板の製品開発などにより近年利用が増加しています。国内で消費される合板
用素材のうち、国産材の割合は、平成13（2001）年には４％にすぎませんでしたが、令和５（2023）
年には94％にまで上昇しています（図8-7）。一方、型枠用合板については、マレーシア・インドネ
シアを中心とする東南アジアから製品として輸入されています（図8-8）。
　また、合板と類似した工程において製造される部材としてLVLがあります。LVLとは、ロータリー
レースまたはスライサーなどにより切削した単板（veneer）を、主としてその繊維（木理）方向を
互いに平行にして積層接着して作られる製品で、「単板積層材」もしくは英原語「Laminated 
Veneer Lumber」を略して「LVL」とも呼ばれています。単板の厚さは２㎜から４㎜程度が普通で、
積層数は数層から数十層に及ぶものがあります。寸法安定性、精度が高く、小径木や曲がり材、間
伐材など短尺の素材からでも、単板を縦つぎにして連続することにより、長尺の製品が得られるの
が特徴です。建具などの造作用材や柱、梁などの構造用材として使用されています。

②合板製造業の概況
　我が国の合単板工場数は、令和６（2024）年末時点で、154工場となっています。このうち、単
板のみを生産する工場が27工場、普通合板のみが31工場、特殊合板のみが93工場、普通合板と特
殊合板の両方を生産する工場が３工場となっています。
　合板工場は、その多くが沿岸部に位置していますが、国産材への原料転換に伴い、森林資源の賦
存する内陸部に建設されるものもみられるようになっています。

を表す明確な品質（寸法、 強度、 等級、 含水率、 接着剤、 保存処理など）が表示され、
建築関係法令にも構造材としてJASの規定への適合を求めるものがあるほか、
安全・安心に対する消費者ニーズへの対応に欠かせないものとなっています。
　JASマークは、認証機関の審査や定期監査を受けた工場において、規格を
満たす製品だけに付けることができます。
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第８部　木材流通・販売

国産材
391万㎥
（52%）

その他
52万㎥
（7%）

中国
87万㎥
（12%）

国内生産
414万㎥
（55%）

輸入製品
334万㎥
（45%）

マレーシア
86万㎥
（11%）

インドネシア
110万㎥
（15%）

輸入材
23万㎥
（3%）

合計　747万㎥

図8-8　我が国の合板の供給量の状況�
（令和５（2023）年）

資料：�林野庁「令和６年度森林・林業白書 参考資料」
注１：数値は合板用材の供給量で丸太換算値。
　２：薄板、単板及びブロックボードに加工された木材を含む。
　３：計の不一致は四捨五入による。
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図8-7　合板用素材供給量と国産材の割合

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」、林野庁「木材需給表」

（３）木材チップ

①木材チップの概況
　木材チップの原材料は、「素材（原木）」、「林地残材」、「工場残材」、「解体材・廃材」の４つに分
けることができ、木材チップ生産量の約５割について「工場残材」や「解体材・廃材」が活用され
ています（図8-9）。
　令和５（2023）年にパルプ生産に利用された木材チップのうち３割が国産チップ、７割が輸入チッ
プです。樹種別にみると、針葉樹チップが38％、広葉樹チップが62％です。樹種別の国産材の割
合は、針葉樹チップが64％、広葉樹チップが８％です（図8-10）。針葉樹チップで国産材の割合が
高いのは、国産針葉樹チップの原料が主に工場残材で、工場から一定の供給が確保されていること
によります。
　また、建設発生木材や製材工場等残材由来の木材チップは木質ボード等のマテリアルや燃料材と
して利用されています。今後は、未利用間伐材等由来の木材チップのさらなる活用が期待されてお
り、公共施設等における木質バイオマスボイラーでの熱利用や木質バイオマス発電施設での発電利
用が進められています（「3の（3）」参照）。

②木材チップ製造業の概況
　我が国の木材チップ工場数は、令和６（2024）年末時点で、1,073工場となっています。このうち、
製材工場・合単板工場との兼営が755工場、木材チップ専門工場が318工場となっています。
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針葉樹チップ
（国産）
589万㎥（25%）

針葉樹チップ
（輸入）
328万㎥（13％）

広葉樹チップ（国産）
119万㎥（5％）

広葉樹チップ（輸入）
1,360万㎥（57％）

合計　2,396万㎥

図8-10　パルプ生産に利用されたチップの内訳

資料：経済産業省「2023年経済産業省生産動態統計年報」
注１：�国産チップには、輸入材の残材・廃材や輸入丸太から製造

されるチップを含む。
　２：�パルプ生産に利用されたチップの数量であり、パーティク

ルボード、ファイバーボード等の原料や、発電等エネルギ
ー源（燃料材）として利用されたチップの数量は含まれて
いない。
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図8-9　木材チップ生産量の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」
注：燃料用チップを除く。

	 木材の利用拡大
　国産材の需要を増やすためには、用途の多くを占める建築用に加えて、土木分野など他分野も含
め、木材利用の拡大を推進する必要があります。

（1）建築物での木材利用

　平成22（2010）年に、木造率が低く、潜在的な木材需要が期待できる公共建築物において、国や
地方公共団体等が率先して木材利用に取り組むことを目的として、「公共建築物等における木材の
利用の促進に関する法律」（以下 ｢旧法｣ という。）が制定されました。旧法に基づいて、農林水産
省及び国土交通省は、公共建築物における木材利用に関する基本方針を策定し、「公共建築物につ
いては可能な限り木造化又は内装等の木質化を図る」との考え方のもと、各省各庁等がそれぞれ木
材利用促進計画を策定し、政府一体となって、公共建築物における木材利用の促進に取り組んでき
ました。地方自治体においても、全ての都道府県及び1,657（95%）の市町村で木材利用方針が策定
され、自治体自らが整備する公共建築物等での木造化・木質化が進められてきました。
　公共建築物の木造率（床面積ベース）は、旧法が制定された平成22（2010）年度着工では8.3％であっ
たものが、令和５（2023）年度着工では14.8％と向上しています。特に、旧法に基づく基本方針に
おいて積極的に木造化を促進するとされている３階建て以下の低層の公共建築物の木造率は、平成
22（2010）年度の17.9％から、令和５（2023）年度には30.6％に上昇しました。
　このように公共建築物の木造化等については、一定の成果を挙げてきましたが、非住宅分野や中
高層建築物全体の木造率は低位にとどまっています（図8-11）。2050年ネット・ゼロや持続可能な
開発目標（SDGs）を背景として、環境にやさしい素材である木材の利用の機運や期待が高まってい
ることや耐火等に係る技術の進展なども受けて、従来の公共建築物だけでなく、民間建築物を含む

3
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第８部　木材流通・販売

建築物一般での木材利用を促進するため、令和３年（2021）年に法改正が行われました。令和３年
の法改正では、公共建築物だけでなく民間建築物を含む建築物一般での木材利用を促進するため、
法律の目的が明確化されるとともに、施策の拡充や実施体制の強化が図られました。
　主な改正のポイントは以下のとおりです。

（ア）法律の題名・目的の見直し、基本理念の新設
　世界的に地球温暖化防止対策の強化が求められる中で、法律の題名が「脱炭素社会の実現に資す
る等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（通称 ｢都市（まち）の木造化推進
法｣）に改められ、法律の目的に「脱炭素社会の実現に資すること」が明示されました。
　また、木材利用の促進に関する基本理念として、木材の利用促進は、森林の循環利用を通じて、
森林の二酸化炭素吸収作用の強化が図られること、化石資源の代替材料として二酸化炭素の排出抑
制その他環境負荷の低減が図られること、森林の多面的機能の発揮や地域経済の活性化への貢献に
資することを旨として行わなければならないことが新たに位置づけられました。

（イ）木材利用促進本部の創設
　政府の推進体制として、新たに、農林水産大臣を本部長とし、総務大臣、文部科学大臣、経済産
業大臣、国土交通大臣及び環境大臣を本部員とする「木材利用促進本部」が設置され、建築物にお
ける木材の利用の促進に関する基本方針の策定等について、木材利用促進本部が行うこととされま
した。

（ウ）基本方針等の対象を公共建築物から建築物一般へ拡大
　基本方針について、従来は公共建築物を対象としていましたが、民間建築物を含む建築物一般に
対象が拡大されました。都市（まち）の木造化推進法に基づく「建築物における木材の利用の促進

図8-11　階層別・構造別の着工建築物の床面積

資料：国土交通省「建築着工統計調査2023年」より林野庁作成。
注：「住宅」とは居住専用住宅、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の合計であり、「非住宅」とはこれら以外をまとめたものとした。
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に関する基本方針」（以下「新基本方針」という。）は、前述の木材利用促進本部において令和３（2021）
年10月1日に策定されました。新基本方針では、改正法において施策の充実が図られた事項を含め、
建築物での木材利用の促進に必要な施策の方向性が規定されるとともに、民間建築物への木材利用
促進を図るためには、公共建築物が更なる率先垂範を示すことが重要であることから、積極的に木
造化を促進する対象を低層の公共建築物から全ての公共建築物へと拡大しました。特に、国の公共
建築物については、コストや技術の面で困難なものを除き、原則全て木造化することとしています。

（エ）「建築物木材利用促進協定」制度の創設
　建築物における木材利用を促進するため、国や地方公共団体と事業者等が「建築物木材利用促進
協定」を締結できる仕組みが新たに設けられました。協定の内容は、事業者等による建築物木材利
用促進構想及びその達成に向けた取組、国又は地方公共団体による建築物木材利用促進構想の達成
に資するための情報提供等その他支援に関する事項等となっています。
　この協定制度に関して、国は、協定締結内容等の公表を行うとともに、事業者等の木材利用の取
組を促進するため、環境保全に対する寄与の程度の評価の実施や公表、必要な財政上の配慮その他
の必要な支援を行うことされており、地方公共団体においても、国に準じた措置を講ずるよう努め
ることとされています。
　都市の木造化推進法の施行以降、協定の締結が進んできており、国については、建築や木材関係
の団体・事業者や小売事業者等との間で、令和７（2025）年12月末までに、28件の協定が締結さ
れています。
　また、地方公共団体については、建築や木材関係の団体・事業者や教育機関、金融機関、スポー
ツ関係団体などの事業者等との間での協定制度の活用も進められており、令和７（2025）年12月末
時点で林野庁が把握しているもので、計192件の協定が締結されています。

（オ）「木材利用促進の日」、「木材利用促進月間」の法定
　国民の間に広く木材の利用促進についての関心と理解を深めるため、漢字の「十」と「八」を組
み合わせると「木」となることにちなみ、毎年10月8日が「木材利用促進の日」、10月が「木材利
用促進月間」として法定されました。国や地方公共団体、関連産業団体・企業は、連携して、木材
利用促進の日や木材利用促進月間における重点的な普及啓発の取組を展開しています。

写真8-9　�町内産の木材を利用した木造の
役場庁舎の例（岩手県住田町役場）

写真8-10　�丸太打設による軟弱地盤改良
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第８部　木材流通・販売

（２）土木分野等における木材利用

　土木資材としての木材の特徴としては、金属やコンクリート等他の材料と比べ環境負荷が低いこ
と、軽く施工性が高いこと、臨機応変に現場で加工成形しやすいことが挙げられます。また、スギ
の強さ（許容応力度）はコンクリートと遜色ないと言えます。
　土木分野における木材利用の例としては、コンクリート型枠用合板、ガードレール、地盤改良杭、
工事用仮囲、チップの植生基材吹付工の基盤材としての利用などが挙げられます。また、家具・建
具、輸送用資材（パレット等）などのさまざまな分野においても、国産材の利用推進が求められて
います。
　土木分野において木材を利用するにあたっては、防腐剤の性能や処理技術の向上により、木材の
生物劣化（水分、温度、酸素による腐朽）を抑制し、耐用年数を延伸することができます。
　木杭については、液状化対策で主流となっている砂杭やセメント系固化材による地盤改良工法、
コンクリート杭や鋼管杭を活用した工法に加えて、木材を地盤に圧入する工法が開発されており、
地下水位以深においては保存処理がなくとも半永久的に保存されることが実証されています。
　型枠用合板については、これまで南洋材（ラワン材）輸入合板が使われていましたが、国産針葉
樹材を活用した型枠用合板の実証実験により、ラワン合板と比較して、強度、耐久性、耐アルカリ
性、接着性能、転用回数等について遜色のない品質・性能を有することが実証されました。
　また、ナラ枯れ被害対策等を契機として、里山林整備の積極的な取組が進み始めており、スギ、
ヒノキ等を中心とした用材生産とは異なる、広葉樹資源を活かした事例もみられます。近年は、広
葉樹材の輸入が減少し、国産広葉樹材に対するニーズも高まっており、資源利用の面からも今後の
取組の広がりが期待されます。

（３）木質バイオマスのエネルギー利用

　木材の燃焼により排出される二酸化炭素は、樹木の成長過程で大気中の二酸化炭素を蓄積したも
のです。このため、化石燃料の代わりに、持続的に管理されている森林から伐採した木材をエネル
ギー源として利用することは、化石燃料に由来する二酸化炭素の排出を抑制することにつながりま
す。エネルギーとして利用される木質バイオマスは未利用間伐材、製材工場等残材、建設発生木材
等があります。
　平成23（2011）年８月に、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」
（法改正により、令和４（2022）年４月からは、「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特
別措置法」）が成立し、平成24（2012）年７月から、再生可能エネルギーの固定価格買取（FIT）制
度がスタートしました。また、令和４（2022）年には、FIT制度に加え、市場連動型のFIP制度も
導入されました。両制度においては、木質バイオマスにより発電された電気の調達価格や基準価格
が、使用する木質バイオマスの区分ごとに設定されており、令和６（2024）年４月現在、間伐材等
由来の木質バイオマスは発電施設の出力2,000kW未満：40円/kWh、2,000kW以上：32円/kWh、
一般木質バイオマスは１万kW未満：24円/kWh、１万kW以上：入札制、建設資材廃棄物は13円
/kWhです。
　FIT・FIP制度の下、各地で木質バイオマスによる発電施設が新たに整備されています。主に間
伐材等由来の木質バイオマスを活用した発電施設については、令和６（2024）年９月末現在、出力
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図8-12　「地域内エコシステム」の概要イメージ

2,000kW未満：98施設、出力2,000kW以上：53施設が、これらの制度による認定を受けて売電を行っ
ています。さらに全国517箇所の発電施設の新設計画がFITの認定を受けており、順次、稼働して
いくことが見込まれています。こうした木質バイオマス利用の各種施策により、木質バイオマスの
利用量は年々増加し、令和５（2023）年には、木炭、薪等を含めた燃料材の国内消費量は前年比
17.5％増の約2,035万㎥、国内生産量は約1,120万㎥（前年比9.8％増）となっています。
　しかしながら、木質バイオマス発電では、燃料材の安定供給とともに、発電コストの７割を占め
る燃料費の低減が依然として課題です。特に近年は、発電施設の増加や円安等による輸入燃料の調
達コストの上昇等により、国産の燃料材の需要が急速に高まっていることに加え、合板や製紙等向
け需要との競合もあり、燃料材の安定供給への懸念が増しています。このため、農林水産省では、
全木集材による枝条等の活用や林地残材の効率的な収集・運搬システムの構築などを通じた燃料材
の安定供給を進めています。また、FIT・FIP制度による発電施設の認定の際に、発電事業者の燃
料調達計画について、都道府県との連携を強化しながら、発電事業者による燃料材の安定調達や既
存需要者への影響の観点から確認を行っています。さらに、経済産業省と連携し、燃料用途として
も期待される早生樹の植栽等に向けた実証事業を支援しています。
　木質バイオマスのエネルギー利用においては、地域の森林資源を、地域内で無駄なく利用するこ
とが重要です。木質バイオマス発電におけるエネルギー変換効率は、蒸気タービンの場合、通常
20 ～ 30%程度ですが、熱利用では80%以上を得ることが可能であることから、電気と熱を同時に
得る熱電併給を含めて、熱利用を積極的に進める必要があります。このため、農林水産省では、地
域の関係者の連携の下、熱利用又は熱電併給により、地域の森林資源を地域内で持続的に活用する
「地域内エコシステム」の構築を進めています（図8-12）。このような取組は、林業収益の向上等に
より、林業の持続的かつ健全な発展や森林の適正な整備及び保全に貢献することが期待されるほか、
化石燃料からの転換によるエネルギー自給率の向上、災害時等のレジリエンスの向上など多様な効
果が期待されています。

（４）木材輸出

　明治時代、我が国の木材は海外に開港していない港でも輸出できる重要な産品で、当時は鉄道の
枕木やマッチの軸木等が輸出されていました。昭和30年代半ば～ 40年代には、広葉樹の合板と製
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材品を主体に、年間300 ～ 400億円を欧米等に輸出していましたが、円高や途上国からの製品輸出
の増大等により、昭和50年代以降輸出は減少し、平成になってからは年間100億円前後で推移し
ていました。
　我が国においては、人口減少等による長期的な新設住宅着工戸数の減少により、今後の木材需要
の減少が懸念されています。一方、海外においては、新興国における経済発展や人口増加により、
今後、木材需要は増加することが見込まれています。このような背景から将来の新たな木材の需要
先として、海外への輸出に目を向ける木材・住宅関連企業も増えています。
　我が国の木材輸出額は、平成25（2013）年以降増加に転じ、令和６（2024）年には538億円とな
りました。主な輸出先国は、中国、フィリピン、米国、韓国、台湾となっており、この５カ国で輸
出額の約９割を占めています。最も多い中国向けは輸出額の約８割を丸太が占めており、特に南九
州からスギ丸太が多く輸出されています。中国では、主に、梱包材、土木用資材に利用されるとと
もに、一部は米国向け住宅用フェンス材等に加工され、再輸出されています。また、韓国向けは、
環境問題への関心や健康志向の高まりにより、ヒノキが住宅内装材や家具等に利用されています。
さらに、米国向けは、米国で住宅用フェンス等に利用されている北米原産のウエスタンレッドシダー
（米スギ）の資源量が減少していることを背景に、その代替需要に応じて、スギ製材が輸出されて
います。
　また、品目別の輸出額では丸太が全体の約５割を占め、製材が約１割、合板等が約１割となって
おり、これらで全体の輸出額の約８割を占めています。今後は、付加価値の高い木材製品の輸出拡
大が課題となっています。
　政府は、平成31（2019）年４月に、農林水産物・食品の輸出拡大のための輸入国規制への対応等
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図8-13　我が国の木材輸出額の推移

資料：財務省「貿易統計」
注：ＨＳ44類の合計。
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に関する関係閣僚会議を設置し、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律」に基づき政府
一体となって輸出先国・地域との規制に係る協議等を行う体制を整備するなど、輸出促進の取組を
進めてきました。
　「食料・農業・農村基本計画」（令和７（2025）年４月閣議決定）においては、これまでの輸出拡
大の成果を踏まえ、2030年までに５兆円という農林水産物・食品の輸出額目標を設定しています。
　このうち、木材に特用林産物、木製家具を合わせた林産物全体の目標は、令和12（2030）年まで
に1,660億円を目指すこととしています。
　この目標の実現のための具体的な戦略を政府が定めた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」（令
和２（2020）年11月策定、令和７（2025）年５月最終改訂）において、木材については、製材・合
板を重点品目とし、米国、中国、韓国、台湾等をターゲットに輸出拡大を目指すこととしています。
同戦略において、輸出先国・地域別のニーズ・規制に対応するための課題・方策を設定し、業界一
体となって輸出促進に取り組むこととしています。また、林産物については、原材料となる原木の
生産基盤を強化するとともに、輸出先の規格・基準に対応した製品、高耐久製品等の生産体制の整
備を推進することとしています。
　また、令和４（2022）年10月に、農林水産省は「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律」
に基づき、製材・合板の輸出促進を図る品目団体として一般社団法人日本木材輸出振興協会を認定
しました。同協会では、オールジャパンでの輸出促進に向け、新規輸出先国・地域の市場開拓調査、
米国への構造用製材の輸出に向けた日本産木材の性能検証、展示会等を通じた販売促進活動、ジャ
パンブランドとしてのロゴマークの策定等に取り組んでいます。同協会を中心とした取り組みによ
り、業界共通の課題解決や海外における販路開拓等の進展が期待されています。
　また、日本貿易振興機構（ジェトロ）では、農林水産省の補助事業等を活用して、欧州やアジア
諸国における海外見本市への出展や商談会の開催等の活動を支援しています。さらに、都道府県に
よっては、輸出を目指す木材関係企業等からなる輸出促進協議会等を設置し、県からの支援を受け
て輸出先の調査や展示会出展に取り組むなど、輸出促進の取組が各地でも見られます。

（５）合法伐採木材等の流通及び利用の促進

　違法伐採及び違法伐採に係る木材の流通は、地球温暖化の防止等森林の有する多面的機能に影響
を及ぼすおそれがあるほか、木材市場における公正な取引を害するおそれがあります。
　こうした違法伐採問題に対処するため、我が国では、まずは政府調達において合法性・持続可能
性が確保された木材等の利用を促進するため、平成18（2006）年に、「国等による環境物品等の調
達の推進等に関する法律」〔「グリーン購入法」〕に基づく基本方針において、合法性や持続可能性
が証明された木材・木材製品を政府調達の対象とするよう明記しました。次いで、政府調達だけで
なく、民間需要においても平成29（2017）年に施行された「合法伐採木材等の流通及び利用の促進
に関する法律」（以下「クリーンウッド法」という。）により、全ての事業者は合法伐採木材等を利
用するよう努めることが求められることとなりました（図8-14）。
　さらに、クリーンウッド法の施行状況等を踏まえ、違法伐採対策の取組を強化することを目的と
して、改正クリーンウッド法が、令和５（2023）年に公布され、令和７（2025）年４月１日に施行
されました。これにより、川上・水際の木材関連事業者が合法性確認等に確実に取り組むことや、
素材生産販売事業者が川上の木材関連事業者からの求めに応じて情報提供を行うことが義務付けら
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図8-14　改正後のクリーンウッド法の概要

図8-15　登録木材関連事業者ロゴマーク

れたほか、全ての木材関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置を実
施するよう努めることが求められています。また、合法伐採木材等の利用を確保するための措置を
適切かつ確実に行う木材関連事業者は、国に登録された第三者機関である登録実施機関に対して申
請を行い、登録を受けることができます。登録木材関連事業者は、名刺や納品書等に「登録木材関
連事業者」の名称や「登録木材関連事業者ロゴマーク」（図8-15）を表示でき、法に基づく登録を受
けていることを示すことで、取引先等からの信頼性向上につなげることが可能です。登録木材関連
事業者は、令和７（2025）年12月31日時点で808
件が登録されています。
　林野庁では、合法伐採木材等の流通及び利用の促
進を図るため、情報提供サイト「クリーンウッド・
ナビ」を開設し、制度の概要や主要な木材輸出国等
の木材の伐採に関する法令情報等を提供しているほ
か、クリーンウッド法に基づく合法性確認結果の伝
達等を円滑に行えるようサポートする「クリーン
ウッドシステム」の運用を令和７年４月から開始し
ました。また、木材関連団体等の協力を得て、一般
消費者を含めた普及啓発活動や、木材関連事業者を
対象とした登録促進セミナー等に取り組んでいます。
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	 木材価格の形成要素
　木材の価格はさまざまな要素により変動します。例えば、全国的規模の要因は以下のようなもの
が考えられます。
⃝ 住宅の需要動向（国内の製材品出荷量の約８割が建築用材。新設住宅着工戸数は平成21（2009）
年に80万戸を割ったが、平成25（2013）年は98万戸まで回復。令和６（2024）年は79万戸）

⃝ 世界の木材需給動向（輸入材の現地価格の動向、供給事情等）
⃝ 為替の動向（国内の実体経済への影響と、輸入材価格への直接的な影響）
⃝ 季節的要因や異常気象の発生
⃝ 紙・パルプの需要動向（パルプ・チップ用材は木材需要量の３～４割を占め、輸入材への依存
度が高い）

⃝ 関連制度の状況（令和３（2021）年10月 都市（まち）の木造化推進法の施行等）
⃝ 被害が広範囲に及ぶ災害の発生（平成23（2011）年３月 東日本大震災等）
　また、地域的・個別の要因としては、以下のようなものが考えられます。
⃝ 地域の経済状況
⃝ 地域の関連会社の新設、倒産、被災等の状況
⃝ 効率化による経費節減等
　なお、令和３（2021）年に国内の木材価格が高騰した要因は、我が国の建築用の木材需要の約半
分が輸入材により賄われている中、木材需要の高まり等による需給の逼迫等が世界的に生じたため
です。このように、木材価格の動向を把握するには国内の市場動向だけではなく、世界の木材市場
の動向にも注目することが重要です。
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図8-16　木材製品価格と為替の推移

資料：木材建材ウイクリ－
注：ホワイトウッド集成管柱は市場置き場渡し。
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第８部　木材流通・販売

	 素材価格
　素材価格は、 長期的には下落傾向にありましたが、平成21 （2009） 年以降は、ほぼ横ばいで推移し、
ヒノキ中丸太の価格では平成29（2017）年においてピーク時の約４分の１まで下がっていました。
令和３（2021）年は、 国際的な木材需給の逼迫等に伴う輸入木材製品の不足が顕著となり、 代替材と
して国産材製材品の需要が高まったこと等により、国産材素材価格も上昇しました。令和６（2024）
年にかけては下落傾向にあるものの、価格上昇前の令和２（2020）年よりも高い状況にあります。
　素材の価格は、時期、地域などにより異なり、それぞれの地域の素材価格の情報を的確に収集し、
業務に活用することが求められます。
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図8-17　国産材素材価格と素材生産量

資料：農林水産省「木材価格統計調査」、「木材統計」
注：�スギ中丸太（径14～ 22㎝、長さ3.65 ～ 4.0m）、ヒノキ中丸太（径14～ 22㎝、長さ3.65 ～ 4.0m）のそれぞれ１㎥当たりの価格。
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図8-18　スギ中丸太価格の動向

資料：農林水産省「木材価格」
注：�農林水産省「木材統計」は、平成25年1月より調査対象等の変更がありデ
ータは連続しない。
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図8-19　ヒノキ中丸太価格の動向

資料：農林水産省「木材価格」
注：�農林水産省「木材統計」は、平成25年1月より調査対象等の変更がありデ

ータは連続しない。
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図8-21　合板価格等の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」　「合板統計」「木材価格」

	 製品価格
　素材価格は製品価格と連動する傾向があることから、日頃から製品価格の動向に注目しておく必
要があります。国産材の製品価格は、為替の直接の影響を受ける輸入材の製品価格よりも変動が緩
やかな傾向があります。令和３（2021）年は、国際的な木材需給の逼迫等の影響に伴う輸入木材製
品の不足が顕著となり、代替としての国産材の需要が高まったことから、スギ、ヒノキ等の製品価
格が大幅に上昇しました。令和６（2024）年は、令和３（2021）年のピークからは下落傾向にある
ものの、価格上昇前の令和２（2020）年と比較すると高い状況にあります。
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図8-20　製材品生産量等と製品価格等の推移

資料：農林水産省「木材価格」
注：ホワイトウッド集成管柱の価格は、令和２年から工場出荷価格となったため、令和元年以前の価格とは連続しない。
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第８部　木材流通・販売

表8-1　製品価格情報の参考となるツール（新聞、情報誌等）

参考となるもの ツール 備考

日刊木材新聞
新聞

（株）日刊木材新聞社発行、週5刊

林経新聞 （株）林経新聞社発行、週２刊

木材建材ウイクリー 雑誌 （株）日刊木材新聞社発行、週刊

林野庁「モクレポ～林産物に
関するマンスリーレポート～」

林野庁ホームページ
https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/toukei/monthlyreport.html

	 チップ価格
　国産木材チップ（紙・パルプ用）の価格は、平成19（2007）年以降、製材工場からのチップ原料
の供給減少等により上昇傾向にありましたが、平成22（2010）年以降は、チップ生産量の増加等に
より、価格は下落しました。その後平成26（2014）年以降は上昇しており、令和６（2024）年の国
産針葉樹チップ価格は17,700円/t、国産広葉樹チップ価格は21,900円/t でした。これらのチップ
価格の上昇の要因として、木質バイオマス発電施設の増加等が考えられます。
　また、輸入木材チップの価格は、中国での紙需要の増加を背景に上昇してきましたが、リーマン
ショックを機に、平成21（2009）年には下落に転じました。その後、平成25（2013）年以降は為替
の影響等もあり上昇と下落を繰り返していましたが、令和６（2024）年の輸入針葉樹チップ価格は
30,100円/t、輸入広葉樹のチップ価格は28,200円/t となりました。
　パルプ・チップ原料は、大量に安定供給される輸入材が約８割を占めています。一方国産材は、
針葉樹を中心に生産されていますが、安定的に供給するためにロットをとりまとめるなどの工夫が
必要です。なお、輸入材のパルプ・チップの価格は国産材チップより高くなる傾向にあります。
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図8-22　�紙・パルプ用木材チップ価格��
の推移�

資料：農林水産省「木材需給報告書」、財務省「貿易統計」
注１：�国産の木材チップ価格はチップ工場渡し価格、

輸入された木材チップ価格は着港渡し価格。
　２：�「国産針葉樹チップ」及び「国産広葉樹チップ」

については、平成25（2013）年の調査対象の
見直しにより、平成25（2013）年以降のデー
タは、平成24（2012）年までのデータと必ず
しも連続していない。

　　　�また、平成30（2018）年の調査対象の見直し
により、平成30（2018）年以降のデータは、
平成29（2017）年までのデータと連続してい
ない。
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	 木材流通の現状と課題
　木材産業については、消費者や建築メーカー・プレカット工場などの実需者のニーズに的確に対
応し、製品を供給することが求められます。このため、主に大規模な製材・合板工場等については
外材や他資材に対抗できる品質性能の確かな製品を低コストで安定供給できる体制を整備して「国
際競争力」を高めていくとともに、中小地場の製材工場等については、地域における多様なニーズ
をくみ取り、多品目を供給できる体制を整備することで、製品の優位性等を向上させ、収益性を有
する「地場競争力」を高めていくこととしています。
　原木は、素材生産業者等が伐採した後、原木市場における競り売りや木材販売業者（商社等）な
どを介した取引により製材工場等へ販売されます。以前は、原木市場における競り売りによる取引
が大半を占めていましたが、近年は、素材生産業者等と製材工場等との直接取引や、木材販売業者
を介した取引が拡大しています。
　図8-23のどの流通経路が最も有利であるかは一概にはいえず、いずれの場合も必要である「仕
分け」、「検収」の作業をどこで行うか等の、物流や経費に影響する点を考慮して、最も有効な方法
を選ぶことが必要です。
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図8-23　木材加工・流通の概観

資料：林野庁「令和６年度森林・林業白書 参考資料」
注１：�主な加工・流通について図示。また、図中の数値は令和５（2023）年の数値で、統計上把握できるものを記載している。
　２：�点線の枠を通過する矢印には、これらを経由しない木材の流通も含まれる。また、その他の矢印には、木材販売業者等が介在する場合が含まれる。
　３：�原木市場・木材販売業者等を経由する矢印には、原木市場・木材販売業者等が商流のみを担い、原木は伐採現場から製材工場等へ直送されるもの

も含まれる。
　４：�製材工場及び合単板工場から木材チップ工場及びペレット工場等への矢印（水色点線）には、製紙工場、発電・熱利用施設が製材工場及び合単板

工場から直接入荷したものが含まれる。
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第８部　木材流通・販売

	 需要と結びついた素材流通
　納材先については、既存の需要のみに注視することなく、需要者側の動向を適時適確に把握する
ことが必要です。そのためには、さまざまなチャンネルを確保し、需要拡大につなげていく意識が
重要です。
　需要動向を踏まえた素材流通としては、①ロットをまとめ大規模工場や中小規模の工場が互いに
連携しているところに納材する、②高い単価の地域材製品の生産・細かなニーズに対応した柔軟な
製品供給を行う中小規模工場に対して納材するなどがあり、納材先により流通の特徴も異なります。
　大規模工場へ運送する場合は、ロットをまとめることにより物流を効率的にすることができます。
また、山土場～中間土場等～製材工場等へどのように運べば効率的であるかは、主に以下の点に留
意して検討する必要があります。

⃝運送距離（山土場～中間土場等、中間土場等～工場のそれぞれの距離）
⃝積み替えの有無
⃝山に入れるトラックのサイズ
⃝１日のトラックの回転数

　中小規模工場が連携しているところに納材する場合は、地域により必要な素材の種類や流通経路
等の特徴が大きく異なりますので、直送する場合は相手方と納入する素材の種類、時期、価格など
をよく相談して決める必要があります。
　高い単価の地域材製品の生産・細かなニーズに対応した柔軟な製品供給を行う中小規模工場、例
えば工務店と連携して、地域材を活用して、消費者の納得する家づくりに取り組む「顔の見える木
材での家づくり」に取り組んでいる工場に対して納材する場合は、最終ユーザーである施主の要望
を聞きながらの内容となりますので、こちらも関係者と連携を取りながら対応する必要があります。

2

図8-24　大規模工場に原木を直送する事例

（事例）
　国産材製材メーカーであるＫ社が、素材
生産～原木直送～製材加工～製品販売の全
てに直接関わり、地域材の大量供給・加工
システムを形成している例です。
　特徴的なのは、同社の山林部門が地域の
森林所有者から立木を購入する際に隣接す
る所有者に呼びかけて施業の集約化を行い、
効率的な作業ができるよう工夫をしている
こと。また、同社専属の伐採搬出チームと
して組織化した素材生産業者が素材生産作
業を担っていることです。原木の購入は、
原木市場等からの買い付けと専属素材生産
業者とが半々程度となっており、需要動向
に合わせた素材生産が図られています。
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図8-25　中間土場を活用した事例

（事例）
　大分県の林業事業体T社と、九州北部及び山口県を地場とするY工務店は、産地直送型の家づく
り（顔の見える木材での家づくりグループとの連携）に協働して実施。
⃝ T社は、丸太を井桁状に組んで１年自然乾燥させた後自社工場で製材し、屋根付き壁無しの倉
庫で３～５カ月間乾燥させ、社内規定の含水率を満たした製品を出荷。

⃝ Y工務店は、その製品を購入し、自社工場でプレカットし住宅建築に使用。
⃝ 両者は、住宅購入者を対象とした森林体験ツアーを年４回開催するなど、都市と山村との交流
を実施。

（事例）
　原木を中間土場に集め、中間土場から需要者への直送や原木市場向け等、Ａ～Ｃ材等に仕分けて
ロットにまとめることで、需要に応じた原木を効率的に輸送でき、原木の価値をより高めることに
つながる。

需要構造を踏まえた木材生産と販売

　九州地方のI木材市場では、素材生産現場等と連携し、マーケットの変化に対応して造材や流通販
売方法の改善を図り、森林所有者への還元の増大に取り組んでいます。
　従来は直材生産のみを目的とした造材であったことから、材の曲がりを除くために短尺材や端材が
多く発生していましたが、曲がり部分を含めて３mや４mに造材し、その曲がり材を加工することが
できる工場に、山元から直送するようにしました。この取組によって、比較的林齢の若い間伐林分に
おいては造材歩留まりの向上が図られるとともに、材の曲がりにこだわらずに造材できることから、
プロセッサの性能をより発揮することが可能となり、造材経費の低減にもつながることや、山元と需
要者を直接結ぶことにより、流通経費の低減が図られることが期待されます。
　このように、木材市況のほか、地域における製材工場や合板工場等の加工体制を的確に把握し、
素材の生産から流通・販売までのプロセスを再構築することにより、林業従事者の所得や森林所有
者の手取りの向上につなげることが期待されます。
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第８部　木材流通・販売

　我が国の森林面積は、令和４（2022）年時点で2,502万haであり、その約４割に相当する1,009
万haは人工林です。多くは終戦直後や高度経済成長期に造林され、その約６割が51年生以上となり、
スギやヒノキを中心に本格的な利用期を迎えています。また、今後は、資源の成熟化、長伐期化に
より大径材の生産が増加することが見込まれています。
　需要面では、木材加工技術の向上や輸入材をめぐる状況の変化等により、製材工場や合板工場等
では国産材への原料転換が進んでいます。また、各地で国産材専門工場の規模拡大が進むなど、国
産材を取り巻く状況は大きく変化しているところです。

	 国有林材等の安定供給システム

（１）国有林材の安定供給システムとは

　「国有林材の安定供給システム」による販売（以下、文中では「システム販売」といいます）とは、
国有林が加工・流通の合理化や国産材需要拡大等に取り組む製材工場等と協定を締結し、それに基
づいて間伐材等を安定的に供給するものです。

（２）国有林材の安定供給システムの目的

　国有林では、間伐等の森林整備を積極的に推進しており、これに伴い生産される間伐材等を有効
に利用していくことが重要となっています。
　これを進める上で、供給する国有林側にとっては、間伐材等を市場で細かく選別して販売するこ
とに手間やコストが掛増しになること、製造コストの縮減等のため規模拡大に取り組んできた需要
者側にとっては、少量で不安定な取引による調達が非効率であることが課題となっていました。
　このような課題を踏まえ、システム販売は、加工・流通の合理化や国産材需要拡大等に取り組む
需要者に対して、供給予定量や供給予定時期等を定めた協定に基づき、国有林が間伐材等を大ロッ
トでかつ安定的に直接供給する仕組みをつくることで、需要者と供給者の双方が安定供給のメリッ
トを享受し、間伐材等の加工・流通の合理化や新たな需要の開拓等に繋げるものです。

○国有林がシステム販売で目指したこと
①ロットをまとめて安定供給することにより、山側が販売先を選択。
②流通、加工段階のコスト削減を促し、山元への還元をより多く。
③ 山側にとっては有利な安定した販売を実現、川下にとっては安定的に原料が入手でき製品の
計画的な生産・販売に寄与（Ｗｉｎ−Ｗｉｎの関係を構築）。

④利用が低位な材の新たな需要開発。
⑤木材相場や外材価格の上昇下落にあまり左右されない安定的な国産材取引の構築。
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（３）国有林材の安定供給システムの手続き

　システム販売の協定相手の選定については、透明性・公正性の確保と政策効果の発揮の観点から、
供給予定量等を公告した上で、需要者から間伐材等の加工・流通における取組の企画提案を求め、
それをあらかじめ策定した審査基準に基づき審査して選考する企画競争方式をとっています。
　審査においては、加工・流通の合理化や国産材需要拡大等に資する取組を特に重視して実施する
とともに、審査結果については、協定相手の企画提案の内容を含めて公表するなど、優良な取組の
普及等にも取り組むこととしています。
　また、協定で定める期間の終了後、協定相手に企画提案で記載した取組の実施状況について報告
を求め、その評価の如何によっては次回の審査で減点を行うなど、実施結果の検証と反映にも努め
ることとしています。

（４）国有林材等の安定供給システムの状況

　令和６（2024）年度におけるシステム販売の数量（素材）は約188万㎥と、国有林の素材販売量
全体の61％を占めており、その販売先は、製材工場や合板工場、原木市場や商社等が主となって
いますが、近年では低質材等を燃料用バイオマスとして加工する工場や木質バイオマス発電所等も
新たに加わっています。
　さらに、立木のシステム販売、民有林所有者と連携したシステム販売にも取り組んでいます。

図8-26　国有林の素材生産量とシステム販売量の推移

　システム販売は、需要・販路の確保・拡大が必要な一般材及び低質材の計画的・安定的な供
給を通じて、地域における安定供給体制の整備や木材の新たな需要の拡大、原木の加工・流通の
合理化等に資することを目的とし、需要者との協定に基づく国有林材の供給手段として徐々に拡大。
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第８部　木材流通・販売

図8-27　民有林と連携したシステム販売の取組

民有林と連携したシステム販売
○ 民有林の参画により、安定供給可能量がさらに拡大（民有林材のシェアは国産材の約８割）
○ 民有林の施業集約化の推進や民有林・国有林が連携した森林共同施業団地設定へのインセンティブ
○ システム販売の仕組みを通じて民有林と国有林が連携し、木材関係事業者との木材需給のマッチングに
取り組むことで協定締結者に以下のメリット

 ・民有林所有者 → 材価の下支え、安定した販売先の確保
 ・木材関係事業者（製材工場や合板工場） → 国有林のみではなく民有林を含めた安定した調達先の確保

民有林所有者

国有林

公
募

○ 施業の集約化
○ 森林共同施業団地の設定等
に取り組む者を公募

大口需要者等民有林・国有林の連携

価格や供給量については、
樹材種や供給可能量が違
うため、それぞれが独自
に判断

樹材種、期間、数量に
ついて協定し供給

樹材種、期間、数量に
ついて協定し供給

協定の締結

民国連携したシステム販売に参加した民有林所有者等

年度 連携した民有林所有者等 民有林分の供給量
（丸太換算：千㎥）

平成22年度 山林所有者（法人）2 （九州） 2.8
平成23年度 山林所有者（法人）2、県有林1 （九州） 5.5
平成24年度 山林所有者（法人）5、県有林1、林業公社1 （九州） 6.7
平成25年度 山林所有者（法人）6、県有林1、林業公社1 （東北、九州） 9.6
平成26年度 山林所有者（法人）10、道県有林2、市町村有林2、林業公社1、森林農地整備センター1（北海道、東北、関東、中部、九州） 10.3
平成27年度 山林所有者（法人）7、道県有林2、市町村有林2、林業公社1、森林整備センター1 （北海道、東北、関東、中部、九州） 13.4
平成28年度 山林所有者（法人）10、道県有林2、林業公社1 （北海道、関東、中部、九州） 16.4
平成29年度 山林所有者（法人）16、道県有林2、林業公社1、森林整備センター2 （北海道、関東、中部、四国、九州） 17.3
平成30年度 山林所有者（法人）26、道県有林2、市町村有林2、林業公社1、森林整備センター1 （北海道、関東、中部、四国、九州） 23.0
令和元年度 山林所有者（法人）23、道有林1、市町村有林4、林業公社2、森林整備センター1 （北海道、東北、関東、中部、近畿中国、九州） 22.3
令和2年度 山林所有者（法人）29、県有林1、市町村有林1、林業公社1、森林整備センター1 （関東、中部、近畿中国、四国、九州） 16.3
令和3年度 山林所有者（法人）32、県有林1、市町村有林2、森林整備センター1 （関東、中部、近畿中国、四国、九州） 23.3
令和4年度 山林所有者（法人）19、県有林1、市町村有林1、森林整備センター1 （関東、中部、九州） 14.1
令和５年度 山林所有者（法人）13、市町村有林1 （関東、中部、九州） 10.6
令和６年度 山林所有者（法人）12、県有林1、市町村有林1 （関東、中部、九州） 14.2

	 安定供給体制の整備

（１）供給側の連携による対応

　「第３部」でも触れた通り、大規模な製材工場や合板工場等は、大量の原木を安定的に調達する
必要があります。しかし、供給側がそのニーズに応じるには、単独の事業者では対応困難となる場
合があります。そのため、複数の森林組合や素材生産業者の連携により、原木の生産ロットを拡大
し供給量を確保することや出材量の適切な管理に向けた情報共有体制を整えることが重要です。

（２）安定的な取引のポイント

　需要者と安定的に取引を行うためには、供給側が一体となり定められた取引条件（供給量、価格、
樹種、品質、規格等）を履行し、需要者との信頼関係をつくり上げる必要があります。また、適切

２
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な取引量及び価格の決定方法をはじめ、以下の項目についてどのように行うのかを十分に検討する
ことが重要です。

⃝ 需要者との取引量・価格の決定方法
⃝原木の樹種、品質、規格等
⃝年間供給計画の作成
⃝ 出材管理の徹底（進捗状況、品質、規格のチェック）
⃝与信管理（代金請求、徴収、支払い）
⃝輸送コストの削減（計画的・効率的な輸送計画）
⃝ 供給側の責任体制の構築（窓口の一本化、クレーム対応等）
⃝ 需要者との情報交換・情報共有

　このようなことを踏まえ、供給側である森林組合連合会や素材生産者等と、需要者との間で協定
を締結し、一定の規格及び数量の原木を年間通じて安定的に調達するという事例もあります。
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